
令和３年度決算概要



R2

R2

R2 R3

経常費用
7,399億円(△404)

・都市再生業務費

893億円(△225)

・賃貸住宅業務費

4,889億円(+146)

・震災復興業務費・震災復興受託費

61億円(△392)

・市街地整備特別業務費

462億円(+148)

・一般管理費

248億円(+25)

・財務費用
739億円(△94)

・販売用不動産等評価損
60億円(△8)

臨時損失 1,131億円(+112)

(うち減損損失 1,131億円)

当期純利益 239億円(△256)

臨時利益 184億円(+49)

経常収益
8,586億円(△597)

（※）単位未満切捨て

・都市再生業務費

1,118億円

・賃貸住宅業務費

4,742億円

・震災復興業務費・震災復興受託費

453億円

・市街地整備特別業務費

313億円

・一般管理費

223億円

・財務費用
834億円

・販売用不動産等評価損
69億円

経常費用
7,804億円

経常収益
9,184億円

臨時損失 1,019億円
(うち減損損失 1,018億円)

当期純利益 495億円

・都市再生業務収入

791億円(△791)

・賃貸住宅業務収入

6,556億円(+195)

・震災復興業務収入・震災復興受託収入

56億円(△400)

・市街地整備特別業務収入

744億円(+238)

・都市再生業務収入

1,583億円

・賃貸住宅業務収入

6,360億円
・震災復興業務収入・震災復興受託収入

456億円

・市街地整備特別業務収入

505億円

臨時利益 134億円

経常利益
1,380億円
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（１）法人全体

令和３年度は、経常収益を8,586億円（対前年度△597億円）、経常利益を
1,186億円（対前年度△193億円）計上。臨時損失を1,131億円計上した結果、
239億円の当期純利益を計上。

経常利益
1,186億円
（△193）

１．経営成績（損益の状況）
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（２）セグメント別一覧

公園特別セグメントについては、令和２年度、令和３年度とも取引実績なし。

47,277,068,701

△ 923,835,770
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1,031,385,583

都
市
再
生

賃
貸
住
宅

震
災
復
興

市
街
地
特
別

公
園
特
別

分
譲
住
宅
特
別

都
市
再
生

賃
貸
住
宅

震
災
復
興

市
街
地
特
別

公
園
特
別

分
譲
住
宅
特
別

61億円
(△411)

R2 R3

法人単位
495億円

都市再生勘定
453億円

宅地造成等経過勘定
41億円

都市再生勘定
146億円(△307)

宅地造成等経過勘定
93億円(+51)

法人単位
239億円(△256)

△13億円
(△3)

85億円
(+53)

（※） 単位未満切捨て

8億円
(△2)-億円

97億円
(+106)472億円

△9億円△9億円
31億円

-億円 10億円

１．経営成績（損益の状況）



敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
951億円

施設等譲渡原価 49億円

当期純利益 472億円

敷地譲渡収入
1,451億円

R2

当期純利益
61億円(△411)

R3
（※）単位未満切捨て

その他費用
225億円

補助金等収益 67億円

その他収益
180億円

敷地譲渡原価
247億円(△704)

施設等譲渡原価
529億円(+479)

その他費用
212億円(△12)

敷地譲渡収入
333億円(△1,117)

補助金等収益
216億円(+148)

その他収益
204億円(+24)

施設等譲渡収入
295億円(+295)
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（３）都市再生

都市再生セグメントは、譲渡物件の引渡を着実に進め、敷地譲渡収入を333
億円計上したこと等により、61億円の当期純利益を計上。

１．経営成績（損益の状況）



敷地譲渡原価

財務費用

その他費用

減損損失

当期純利益

家賃収入

敷地譲渡収入

その他収益

当期純損失

管理業務費
3,674億円

財務費用
787億円

家賃収入
5,438億円

R2 R3

減損損失 879億円 その他収益
1,100億円

その他費用

1,246億円

管理業務費
3,708億円(+34)

財務費用
702億円(△85)

その他費用
1,284億円(+38)

減損損失 955億円（+76） その他収益
1,176億円(+75)

家賃収入
5,434億円(△3)

（※）単位未満切捨て

当期純利益 97億円(+106)

敷地譲渡収入
88億円

敷地譲渡原価
146億円（+97）

敷地譲渡収入
285億円（+196）

当期純損失 9億円
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（４）賃貸住宅

賃貸住宅セグメントは、管理戸数が減少する中、投資等によるストックの良質
化を進める等した結果、前年度並みとなる5,434億円の家賃収入を計上。
また、ストック再生に伴う敷地譲渡収入を285億円計上したこと等により、

97億円の当期純利益を計上。

敷地譲渡原価
49億円

１．経営成績（損益の状況）



受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失

受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失R2

当期純損失
13億円（△3）

R3
（※）単位未満切捨て

受託費
55億円(△358)

受託収入
56億円(△367)

受託費 414億円 受託収入 423億円

その他費用 17億円

その他費用 13億円(△4)

譲渡原価（災害公営住宅）34億円譲渡収入（災害公営住宅）33億円

当期純損失 9億円
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（５）震災復興

震災復興セグメントは、令和２年度に災害公営住宅の引渡を完了。復興市街
地整備に伴う受託収入を56億円計上したが、13億円の当期純損失を計上。

１．経営成績（損益の状況）



敷地譲渡原価

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

敷地譲渡原価

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

当期純利益
85億円(+53)

宅地譲渡原価
247億円

宅地譲渡収入
298億円

R2 R3

その他収益 13億円

宅地譲渡原価
395億円(+147)

宅地譲渡収入
548億円(+250)

宅地賃貸料収入
195億円(△12)

その他費用
100億円(△5)

（※）単位未満切捨て

その他費用 106億円

当期純利益 31億円

宅地賃貸料収入
207億円

減損損失

172億円（+38）

その他収益
10億円(△3)

減損損失 133億円
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（６）市街地特別

市街地特別セグメントは、賃貸宅地資産の圧縮に努めたことによる宅地譲渡収
入を548億円計上、また、宅地賃貸料収入を195億円計上した結果、85億円の
当期純利益を計上。

１．経営成績（損益の状況）



賃貸住宅

11兆3,496億円
10兆5,838億円10兆8,953億円 10兆7,531億円

賃貸宅地(NT) 4,646億円

4,146億円5,113億円 4,743億円

建設仮勘定 9,072億円

497億円467億円 425億円

販売用不動産・

仕掛不動産
2兆6,318億円

3,724億円
4,192億円 4,113億円

割賦等譲渡債権
1兆4,041億円

1,242億円
1,723億円 1,426億円

1 2 3 4設立時 R1末 R2末 R3末

資産合計
17兆4,897億円

12兆493億円12兆4,634億円

（※）単位未満切捨て

12兆3,047億円

総資産は、減損、減価償却、保有資産の譲渡等により、前年度末に比べ約
2,500億円減少し、約12.0兆円。
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（１）資産の状況

2．財政状態



有利子負債

16兆2,771億円

10兆515億円 9兆8,133億円 9兆5,835億円

4,983億円 4,541億円 4,108億円

その他負債

1兆839億円

7,232億円
7,301億円 7,200億円

平均残高金利
3.35%

0.84% 0.76% 0.69%

0.73%
0.67% 0.69%

都市勘定

経過勘定

有利子負債

（都市勘定）

設立時 R1末 R2末 R3末

有利子負債合計
16兆2,771億円 10兆5,498億円 10兆2,675億円 9兆9,944億円

（※）単位未満切捨て

負債合計 17兆3,611億円 11兆2,731億円 10兆9,976億円 10兆7,144億円

有利子負債

（経過勘定）

有利子負債は、当年度においても着実に削減を進め、前年度末に比べ
約2,700億円減少し、約9.9兆円。
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（２）負債の状況

2．財政状態



設立時

繰越欠損金
△7,288億円

資本金
8,574億円 1兆 757億円 1兆 757億円

434億円 444億円 466億円

純資産合計
1,286億円

R1末 R2末 R3末

1兆3,070億円

（※）単位未満切捨て

１兆3,348億円

1兆 757億円

1,445億円

1兆1,902億円

1,206億円
710億円 662億円 679億円

当期純利益を239億円計上した結果、利益剰余金は1,445億円に増加。

9

（３）純資産の状況

・令和元年度に、利益剰余金を原資として約107億円を国庫等に納付している。
・「評価・換算差額等」は、独立行政法人会計基準改訂により、「関係会社株式」の評価方法が変更となったことに伴って令和２年度から
計上している。

利益剰余金

資本剰余金

評価・換算差額等

2．財政状態
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（４）キャッシュ・フローの状況

家賃収入や敷地譲渡収入等を確保した結果、業務活動によるキャッシュ・フ
ロー約3,200億円を計上し、有利子負債の削減に寄与。

（※）単位未満切捨て

業務活動によるCF 3,266億円投資活動によるCF
△351億円

財務活動によるCF
△2,783億円

R2

R3

業務活動によるCF 3,046億円投資活動によるCF
△232億円

財務活動によるCF
△2,880億円

2．財政状態



経常収益

9,361億円
経常費用

7,940億円

臨時利益 135億円

臨時損失 1,030億円

当期純利益 512億円

経常収益
8,790億円

経常費用
7,564億円

臨時利益 184億円

臨時損失 1,139億円

当期純利益 254億円

R2 R3

機構単体利益 239億円

関係会社利益 69億円

連結修正 △53億円

（※）単位未満切捨て

機構単体利益 495億円

関係会社利益 53億円

連結修正 △36億円

特定関連会社（3社）及び関連会社（10社）の計13社について、全部又は持分
法連結を行った結果、連結当期純利益は254億円。
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３．連結財務諸表（損益）


